
答申第２１３号（諮問第２０９号）

「平成２９年○○月○○日（○）群馬県庁舎内に

おいて

③ 無線傍受を発見された職員のひとりが、「こ

れ以上やると警察を呼びますよ。」と発言し

ましたが、これ以上、何をやると警察を呼ぶ

のかが分かる情報及び、発言した職員及び一

緒にいた職員のそれぞれの氏名と所属、勤続

年数の分かる情報。

④ 通路と事務スペースを仕切る書棚の上か

ら、マスクで顔を隠し、現場を覗いていた職

員の氏名と勤続年数の分かる情報。」の公文

書非開示決定

の公文書非開示決定に対する審査請求

群馬県公文書開示審査会

第二部会
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第１ 審査会の結論

行政対象暴力等に対応するマニュアル（平成２９年６月改訂）（以下、「本件マニ

ュアル」という。）につき、その全部を非開示とした決定については、別紙に掲げ

る部分を開示すべきである。

第２ 諮問事案の概要

１ 公文書開示請求

審査請求人（以下「請求人」という。）は、群馬県情報公開条例（平成１２年群

馬県条例第８３号。以下「条例」という。）第１１条の規定に基づき、群馬県知事

（以下「実施機関」という。）に対し、平成２９年７月３１日付けで、「平成２９

年○○月○○日（○）群馬県庁舎内において

③ 無線傍受を発見された職員のひとりが、「これ以上やると警察を呼びますよ。」

と発言しましたが、これ以上、何をやると警察を呼ぶのかが分かる情報及び、

発言した職員及び一緒にいた職員のそれぞれの氏名と所属、勤続年数の分かる

情報。

④ 通路と事務スペースを仕切る書棚の上から、マスクで顔を隠し、現場を覗い

ていた職員の氏名と勤続年数の分かる情報。」

の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

２ 開示決定期間の延長

実施機関は、平成２９年８月１８日、本件請求に対して開示決定等の期間を延

長し、その理由を次のとおり付して、請求人に通知した。

（延長の理由）

開示請求の対象となっている文書に関して、開示・非開示の審査が困難であり、

開示決定等に係る事務に時間を要するため。

３ 実施機関の決定

実施機関は、平成２９年９月４日に、本件請求に係る公文書について、非開示と

する決定（以下「本件処分」という。）を行い、理由を次のとおり付して、請求人

に通知した。

（公文書を開示しない理由）

（１）「これ以上、何をやると警察を呼ぶのかが分かる情報」

開示することにより、業務遂行に支障を及ぼすおそれ（条例第１４条第６号）

があること。

（２）「職員の氏名と所属、勤続年数のわかる情報」

開示することにより、職員個人の権利利益を害するおそれ（条例第１４条第２

号）があるため。

４ 審査請求

請求人は、実施機関に対し、本件処分を不服として平成２９年９月１１日付け審
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査請求（以下「本件審査請求」という。）を行った。

５ 弁明書の送付

実施機関は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第９条第３項において

読み替えて適用する同法第２９条第２項の規定に基づき、平成２９年１０月２０日

付けで弁明書を作成し、その副本を請求人に送付した。

６ 諮問

実施機関は条例第２６条の規定に基づき、群馬県公文書開示審査会（以下「審査

会」という。）に対して平成２９年１２月２５日、本件審査請求事案（以下「本件

事案」という。）の諮問を行った。

第３ 争点（本件請求に係る公文書を開示しない決定について）

１ 争点１（条例第１４条第６号本文該当性について）

「これ以上、何をやると警察を呼ぶのかが分かる情報」を開示しない理由が条例

第１４条第６号に該当するか。

２ 争点２（条例第１４条第２、第６号該当性について）

「職員の氏名と所属、勤続年数のわかる情報」を開示しない理由が条例第１４条

第２号又は第６号に該当するか。

第４ 争点に対する当事者の主張

１ 請求人の主張要旨

（１）○○市長の介護保険法に関する財源流用とその対策について相談するために訪

庁した請求人を隣のブースで密かに待ち伏せ、個人情報の相談について、無線傍

受や状況の観察を行うことが請求人個人のプライバシーを侵害するものである。

（２）この者の行為は、電波法５９条に該当するものであり、犯罪を遂行する業務に、

どのような支障をおよぼすおそれがあるのか、群馬県知事は積極的に無線傍受の

被害を受けた請求者に公開するべきである。

（３）電波法５９条に該当する者どもの氏名と所属、勤続年数の分かる情報について、

職員個人の権利利益を害するおそれがあることを理由に非開示としているが、む

しろ、条例第１４条第２号ただし書「ハ」に定めるとおり、当該個人が公務員等

である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であることから、群

馬県知事はこれを当然に公開するべきである。

（４）「これ以上何をやると警察を呼ぶのか」について、群馬県知事は、分かりやす

く説明しなければならない。

２ 実施機関の主張要旨

（１）弁明書での主張要旨

ア 「これ以上、何をやると警察を呼ぶのかが分かる情報」については、行政対

象暴力等が発生したとき又は発生するおそれがあるときに統一的かつ適切に対
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応するための本件マニュアルであると特定した。

本件マニュアルについては、その業務の性質上明らかにすることで、行政客

体における法令違反行為又は法令違反に至らないまでも妥当性を欠く行為を助

長したりする可能性があり、当該業務の適正な遂行に支障を生じるおそれがあ

るため、条例第１４条第６号に該当すると認められる。

イ 「職員の氏名と所属、勤続年数のわかる情報」については、各職員の氏名、

所属及び勤続年数が記載されている人事記録であると特定した。

人事記録に記載されている情報は、具体的には氏名、生年月日、性別、採用

年月日、退職年月日、写真、職員番号、本籍、住所、学歴、群馬県試験名称、

資格及び免許の名称、前歴、及び発令年月日であり、特定の個人を識別する

ことができる情報又は特定の個人を識別することはできないが、公にするこ

とにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるものであり、条例第１

４条第２号に該当する。そしてこれらの情報は、職員の人事管理上必要とさ

れる職員個人の身分取扱にかかる情報であって、職務遂行情報に該当しない

ため、条例第１４条第２号ただし書ハに該当しない。

人事記録については人事管理上必要とする職員個人に関する個人情報が文書

全体にわたって一体的に記録されており、非常に秘匿性の高い情報が記され

た文書であることから部分開示はなじまないものである。したがって、全体

として条例第１４条第２号に該当すると認められる。

なお、仮に部分開示が可能であると判断されたとしても、以下の理由から非

開示が妥当であると、判断する。

人事記録に記載された生年月日、性別、採用年月日、退職年月日、写真、職

員番号、本籍、住所、学歴、群馬県試験名称、資格及び免許の名称、前歴、及

び発令年月日については、職務遂行情報ではないので、条例第１４条第２号に

該当する。

職員の氏名が残るが、審査請求書に記載されているとおり、開示請求書に記

載された当該日付における介護高齢課の様子が動画共有サービスに投稿されて

おり、当該映像は応対した職員の了解を得ることなく撮影されたものであり、

応対した職員の名前や顔が分かるように撮影されている。そのほか、インター

ネット上で公開されているブログにも無断で撮影した画像が掲載されているほ

か、応対した職員の氏名をあげ、一方的な思い込みに基づく事実でない記事等

とあわせて掲載する等して誹謗中傷されている。

こうした事情から、職員の氏名についても、これを明らかにすることで職員

個人の権利利益が侵害されるおそれが多分にあることから、条例第１４条第２

号に該当すると認められる。

以上のとおり判断した結果、人事記録には有意な情報が残されないことにな

るため、非開示が妥当である。

（２）口頭説明での主張要旨

現場にいた職員の氏名を開示することで、業務の対応状況が推測されることと

なり、行政対象暴力対策業務の遂行に支障が生じるおそれがあるため、条例第１
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４条第６号に該当するものである。

第５ 審査会の判断

１ 争点

（１）争点１について（「これ以上、何をやると警察を呼ぶのかが分かる情報（以下

「本件請求内容１」という。）」を開示しない理由が条例第１４条第６号に該当す

るか。）

本件請求内容１に係る公文書は、「これ以上、何をやると警察を呼ぶのかが分

かる情報」である。実施機関は、本件請求内容１に係る公文書を本件マニュアル

と特定し、第１４条第６号に該当するとして、その全部を非開示とする決定を行

った。これに対し請求人は、決定を不服とし、その取消しを求めている。

このため、審査会において本件マニュアルを見分した結果を踏まえ、以下、本

件請求内容１に係る公文書の非開示情報該当性について検討する。

ア 別紙記載部分について

（ア）別紙の１、２及び３に掲げる部分については、文書の標題、作成した所属

名、目次の項目及びマニュアル策定の趣旨等が記載されており、これらを開

示しても実施機関の適正な業務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認め

られない。

したがって、当該部分は、条例第１４条第６号の非開示情報に該当せず、

開示すべきである。

（イ）別紙の４及び５に掲げる部分については、県の例規であり、これを開示し

ても実施機関の適正な業務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められ

ない。

したがって、当該部分は、条例第１４条第６号の非開示情報に該当せず、

開示すべきである。

（ウ）別紙の６に掲げる部分については、警察署の一覧等であり、群馬県警察の

ホームページで公開されている情報であることから、条例第１４条第６号の

非開示情報に該当せず、開示すべきである。

イ 別紙記載部分以外の非開示情報該当性について

本件マニュアルにおいて実施機関が非開示とした部分のうち、別紙に掲げる

部分を除く部分には、行政対象暴力への対応をどのような観点で行うのが業務

遂行上効果的かという内部管理情報が記載されていることが認められる。この

ため、これを開示した場合、当該業務を遂行するに当たっての着眼点や体制等

が明らかとなり、行政対象暴力対策業務の適正な遂行に支障が生じると認めら

れるため、条例第１４条第６号の非開示情報に該当し、非開示としたことは妥

当である。

ウ 以上のことから、本件請求内容１に係る公文書につき、その全部を条例第１

４条第６号に該当するとして非開示とした決定については、別紙において開示

すべきとした部分については開示するべきであるが、その余の部分については、

なお非開示とすることが妥当である。
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（２）争点２について（「職員の氏名と所属、勤続年数のわかる情報（以下「本件請

求内容２」という。）」を開示しない理由が条例第１４条第２号又は第６号に該当

するか。)

本件請求内容２は、特定日に群馬県庁舎内において、「無線傍受を発見された

職員」、「（無線傍受を発見された職員と）一緒にいた職員」及び「通路と事務ス

ペースを仕切る書棚の上から、マスクで顔を隠し、現場を覗いていた職員」がい

たことを前提として、その職員の氏名、所属及び勤続年数の開示を求めるもので

ある。実施機関は本件請求内容２に係る公文書について、当該職員の人事記録と

特定した上で、その全部を条例第１４条第２号の非開示情報を開示することとな

るとして、非開示とする決定を行った。また、その一部については同条第６号に

も該当するとの口頭説明を行った。

これに対し請求人は、原処分を不服とし、その取消しを求めることから、以下、

非開示決定の妥当性について検討する。

ア 職員の氏名及び所属については、条例第１４条第２号ただし書きハに該当し、

原則として開示するべき情報にあたる。しかし、本件請求においては、特殊な

業務を行っていた職員がいた可能性があることを前提として、その氏名及び所

属の開示を請求している。これを開示した場合、行政対象暴力に対応するため

の実施機関の組織内部の体制に関する情報が明らかとなるおそれがあり、行政

対象暴力対策業務の適正な遂行に支障が生じると認められるため、条例第１４

条第６号の非開示情報に該当し、非開示としたことは妥当である。

イ 職員の勤続年数については、条例第１４条第２号本文に該当する個人に関す

る情報であり、職務の遂行に係る情報ではないことから同条同号のただし書き

ハに該当しないため、非開示としたことは妥当である。

ウ その他、本件請求内容２に係る公文書には、生年月日、性別、採用年月日、

退職年月日、写真、職員番号、本籍、住所、学歴、群馬県試験名称、資格及び

免許の名称、前歴、及び発令年月日が記載されていることが認められるが、こ

れらについては、条例第１４条第２号本文に該当する個人に関する情報であり、

職務の遂行に係る情報ではないことから同条同号のただし書きハに該当しない

ため、非開示としたことは妥当である。

エ 以上のことから、本件請求内容２に係る公文書に記載された情報は、全て条

例第１４条第２号又は第６号に該当し、これらを除いた部分に有意な情報は記

載されていないから、本件対象文書の全部を非開示としたことは妥当である。

（３）本件処分の妥当性について

以上のことから、本件請求に係る公文書につき、その全部を条例第１４条第２

号又は第６号に該当するとして非開示とした決定については、別紙において開示

すべきとした部分については開示するべきであるが、その余の部分については、

なお非開示とすることが妥当であると判断した。

２ 結論

以上より、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。
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また、請求人はその他種々主張するが、本答申の結論を左右するものではない。

第６ 審査の経過

当審査会の処理経過は、以下のとおりである。

審 査 会 の 処 理 経 過

年 月 日 内 容

平成２９年１２月２５日 諮問

平成３０年 １月３０日 審議（本件事案の概要説明）
（第６６回 第二部会）

平成３０年 ２月１９日 審議（実施機関の口頭説明）
（第６７回 第二部会）

平成３０年 ３月１５日 審議
（第６８回 第二部会）

平成３０年 ５月２５日 審議
（第６９回 第二部会）

平成３０年 ７月２０日 審議（実施機関の口頭説明）
（第７０回 第二部会）

平成３０年 ９月 ５日 審議
（第７１回 第二部会）

平成３０年１０月１０日 審議
（第７２回 第二部会）

平成３０年１２月２８日 答申
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別紙（開示すべき部分）

本件請求１に係る公文書で非開示とされた情報のうち下表の部分

枚目 開示すべき部分

１ 表紙

記載事項全て

２ 目次

項目名

参考事項

３ 第１ マニュアル策定の趣旨

記載事項全て

４～５ 関連法規及び予想される違法行為等と罰則規定

群馬県庁舎等管理規則（抜粋）

群馬県地域機関等の庁舎等管理規則（抜粋）

６ 県内警察署等一覧

記載事項全て


